
1 

 

マラウイ月報（２０１９年７月） 

 

【内政】 

・総選挙信頼率. 

 ２０１６年から２０１８年にアフリカ３４カ国を対象に行われた調査によると，マラウイは，選挙に対

する信頼率について，５７％と最下位から３番目を記録した。最下位はレソト（４８％）であり，スワ

ジランド（５４％）が続く。有識者は，右数値は，１９９３年の民主化以降，いかにマラウイの選挙に

問題があるかを示しているとし，また，もし似た調査が２０１９年の総選挙後に行われる場合，更に

低い数値を記録するだろうと分析した。（１日ネーション紙１，２面） 

 

・総選挙の一部修正 

 選挙委員会（ＭＥＣ）は，国会議員選挙結果の調査が行われていたマチンガ及びムランジェの新

しい選挙結果を発表し，無所属議員が両地域で勝利した。（３日デイリータイムズ１，３面） 

 また、MECは、ンサンジェの１地域の選挙について、DPP所属議員ではなく、無所属の議員が正

当な当選者とした。（２５日ネーション紙７面） 

 

・総選挙結果に対する異議申し立て 

 （２日報道によると）アンサーＭＥＣ委員長は，オンレコで，彼女が正しかったか否かは上記憲法

裁判所による総選挙有効か無効かの判断により決まると述べた。アンサーＭＥＣ委員長は，ウィリ

アム・ハンジハンジャ元委員長に続き，選挙管理の不正等を理由に辞任を求められている。また，
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バカリ・ムルズ前委員長は健康上の理由を元に辞任している。（２日ネーション紙１～３面） 

４日，６月２７日の憲法裁判所の判断に基づき，大統領選挙の投票用紙が調査の最中にある。

右調査はブランタイヤで開始され，後にリロングウェやムズズに移動する。（５日ネーション紙２面） 

１４日，政府は，憲法裁判所案件の証拠集めを行っているＭＥＣ職員に対する職務妨害や脅迫

行為について，ＭＣＰに対して非難する声明を発出した。（１４日政府公式ＦＢ） 

１７日，右調査中にＭＥＣ職員が殺害の脅迫を受けたとして，ＭＥＣは，憲法裁判所案件の準備

のためのＭＥＣ職員及び弁護士と選挙統括官の間の会議の中止を発表した。（１８日ネーション紙

３面） 

２２日，ＭＥＣが証拠収集の上で妨害行為を受けている点について，憲法裁判所は，２５日に，

ＭＥＣの陳述期限の１４日間の延長を認めるかどうかの判断を行うとした。憲法裁判所判事らは，

万が一７月２９日に審議が開始できなかった場合，右日付以降いつでも審議を開始できると話し

た。（２３日デイリータイムズ紙３面） 

２４日、人権委員会（MHRC）は、裁判当事者の政治家達に妨害的な発言・行動を慎むよう求め

るステートメントを発出した。MECが証拠収集を行っている間、MCPが国民に対してMEC証拠収集

者ではなく警察に証拠を提出するよう求めたこと等を受け、MECに対する妨害行為をやめるよう

呼びかけた。（２７日ネーション紙４面） 

２５日、憲法裁判所は、MECに証拠収集の期間を５日間延長し、８月６日までの提出を命じた。

これにより、本審は８月８日に開始となった。また、MECの警備として、警察が軍の支援を持って行

うよう命じた。そして、チャクウェラ党首には、２５日までに、７月１３日にMCP党の広報書記官が行

った脅迫的発言を撤回するよう命じた。（２６日ネーション紙２～４面） 

 

・総選挙結果に対するデモ 

（１） ６月２０日のデモのその後の展開 

 １９日，２５名の６月２０日のデモ被害者を代表するブランタイヤ拠点の弁護士は，デモを主催し

ている人権擁護団体ＨＲＤＣに対して，計５４５兆８０２４億クワチャの賠償金の支払いを求める書

簡を発出した。（２１日ネーション紙２，４面） 

 

（２）７月４，５日のデモ 

（デモの概要） 

先月２０日のデモ以降アンサーＭＥＣ委員長が辞任しなかったことを受け，４・５日，ＣＳＯの主

導の下デモが行われた。地域は，リロングウェ，ムズズ，カロンガ，ルンピを含む全国複数地域。

チャクウェラＭＣＰ党首及びチリマＵＴＭ党首が参加した。（７日ネーション紙４面） 

特に被害が多いと報道された４地域について概要は以下のとおり。 

ア リロングウェ：一部デモ参加者が議会周辺でタイヤを燃やしたり，建設中の像を破壊したりし

た。しかし，議会自体は，強固な軍の警備により被害を受けなかった。その他，中心部のショッピ

ングモールに店舗の破壊・強盗行為があった。（７日ネーション紙４面） 
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イ ムズズ：４日，一部デモ参加者がムズズ市議会館で警察を追い回したり，ＭＲＡ事務所への侵

入を試みたりした。警察が催涙弾を使用してから事態は悪化。一部暴徒が投石を行ったため，デ

モ主催者はアンサーＭＥＣ委員長の辞任を求める要求書を提出することができなかった。多数の

銀行支店が破壊行為の被害を受けた。公園・野生動物局（Department of Parks and Wildlife）を含

む政府機関の事務所も破壊行為や強盗被害を受けた。また，一部デモ参加者が道路に置き石を

し，通行人に対し金銭を要求したり，ムズズ刑務所の囚人を解放しようとしたため，軍が介入し

た。（５日ネーション紙１～３面）５日，一部デモ隊は，警察事務所に放火し，拘留者を解放した。軍

が引率を行ったにも関わらず，一部デモ隊により道路に放火されたタイヤが残されたり置き石が

なされた。この日も警察は催涙弾を使用。刺激されたデモ隊は，水道パイプを破壊したり，投石を

行ったりし，グレース・チウミア前大臣を含むＤＰＰ関係者の家や所有物も放火を含む破壊や略奪

の被害にあった。（７日ネーション紙１～４面） 

ウ カロンガ：北部水道局事務所や教育・科学技術省含む政府機関の事務所が破壊被害を受け

た。（１０日ネーション紙８面） 

エ ルンピ：県知事（District Commissioner）の住居や所有物が破壊・略奪被害を受けた。（７日ネ

ーション紙３～４面） 

市民社会団体によるデモの中止が報道されたブランタイヤにおいて，４日，高等裁判所で，右

団体のデモ開催を禁止した市議会に対し，デモ開催の禁止を解く判断がなされた。右高等裁判所

の判決を待っていた２５名のＤＰＰ支持者がチチリ・ショッピング・センターに居たＭＣＰ支持者に暴

行を加えたため，軍が介入する結果となった。事件に関与したＤＰＰ支持者は，チチリのＭＣＰ事

務所への攻撃にも関与したとされている。（５日ネーション紙５面７日ネーション紙１～２面） 

（デモ後の展開） 

ア 通信規制庁（ＭＡＣＲＡ） 

４日のデモについて扇情的ととられる報道をしたとして，通常スケジュールから逸れ４０％の放

映時間をデモ関連内容に充てたゾディアックにＭＡＣＲＡ事務所に出頭するよう求める召喚状を公

開した。ゾディアックのニュース・時事問題監督は，右召喚に応じる旨表明。（５日ネーション紙３，

４面） 

イ  警察 

７月４日のリロングウェ，ブランタイヤ，ゾンバ，ルンピ，カロンガにおけるデモ中の犯罪行為を

強く非難。７日発表で，市民に対しデモの混乱に紛れた者による暴力行為，破壊行為，強盗に対

して断固として反対するよう呼びかけた。（８日ネーション紙１，３，４面）また、７月４日，５日のデモ

で合わせて計１２２名に増加した（リロングウェ：３９名，ムズズ：２８名，ルンピ：１１名，カロンガ：１

０名，ムチンジ：３４名）。（１２日ネーション紙７面）これに対し、ＨＲＤＣは，７月４・５日のデモで逮

捕された参加者に対し，弁護士を雇うこととした。（１１日ネーション紙４面） 

ウ ＨＲＤＣ 

８日から１２日までのデモについて，９日に戦略会議を行い，１０日の午前９時に今後のデモの

予定を公表するとした。（本団体の主催が無くとも，市民がデモを自主的に行うことは妨げないとし
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ている）。（７日，ＨＲＤＣ公式発表） 

エ 国土安全保障省 

８日，ダウシ国土安全保障大臣は，７月４・５日のデモについて，負傷者については，医療証明

書及び住所・電話番号とともに最寄りの交番に向かうこと，そして，物理的被害を受けた者につい

ては，被害の詳細を最寄りの交番に提出することとし，政府として，これらの申請をまとめ，デモ指

導者及び主催者に対し，法的訴訟を行うと発表した。（８日国土安全保障省プレスリリース） 

これに対し、HRDCは、デモ中の物理被害の損害賠償責任については，指定ルート外における

損害のため，賠償を行わないと反論した。但し，例えばムズズでは指定ルート上で発生したデモ

隊による暴力行為について指摘されている。（８日ネーション紙２～３面） 

オ チャクウェラ党首 

デモの暴徒化について非難し，憲法裁判所の判断を静かに待つべきだと話した。（９日ネーショ

ン紙３～４面） 

カ 司法省 

１２日，ムサカ（司法）大臣は，憲法及び法的枠組み内のデモと題した議会演説を行い，警察法

The Police Act, 暴動被害法 The Riot Damage Act及び公安保持法 The Preservation of Public 

Security Actの３種法律を上げ，デモ中の犯罪行為については，右行為の実行者のみならずデモ

の主催者も，犯罪行為に責任を持ち，賠償金の支払いが必要であると発表した。（１２日政府公式

ＦＢ） 

キ 消費者連合（ＣＡＭＡ） 

１５日，消費者連合（ＣＡＭＡ）及び中小企業の代表者は，ムタリカ大統領，警察，公共放送ＭＢ

Ｃに対して，経済的損害を引き起こすデモを助長する発言・行動を慎むべきだと話した。（１６日ネ

ーション紙１～４面） 

ク 民間企業 

ＦＤＨ銀行及び右銀行の親会社のＣＥＯであるムピンガンジラ氏の申し立てにより，ブランタイヤ

高等裁判所はＨＲＤＣ及びムタンボ議長及びトラペンス副議長に対し，ＦＤＨ銀行を政治問題又は

先の総選挙の不正問題に巻き込んだとして，活動中止を命令した。（１０日ネーション紙１～３面） 

 同日報道によると，ＦＤＨ銀行及びムピンガンジラ氏は，ＨＲＤＣと和解をし，ムタンボＨＲＤＣ議

長及びＨＲＤＣの活動を停止する申し立てを取り下げた。（１６日ネーション紙２～４面） 

  １６日，ムピンガンジラ氏は，自身が２０２４年にムタリカ大統領の後継者となるといった間違っ

た主張のため，命の危険にさらされていると話した。（１７日ネーション紙１～４面） 

 ケ アンサーＭＥＣ委員長支持者 

１０日，数百人の女性（ＤＰＰ支持者が中心）が，アンサーＭＥＣ委員長は女性である故に差別を

受けているとし，ブランタイヤでデモを行った。閣僚の中では，ナビチャ男女平等・児童・障害者・

社会福祉大臣が参加した。（１１日ネーション紙１，２，４面） 

コ ムタリカ大統領 

１２日，ムタリカ大統領は，チムリレンジ副大統領も参加したブランタイヤの祝勝マーチの演説
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で，先日のアンサーＭＥＣ委員長を支持するデモに感謝の意を述べる一方、（アンサーＭＥＣ委員

長辞任を求めるデモについて），デモを潰し，暴力行為を働く者を逮捕すると述べた。（１３日ネー

ション紙１，２，４面） 

（デモ関係者・人権活動家の逮捕） 

デモ主催団体である人権擁護同盟（ＨＲＤＣ）のトラペンス副議長及び人権活動家のセムベレカ

氏は，ＵＮＡidsプロジェクトの実施に関する書類偽造，資金の不正使用や未登録ＮＧＯ団体の運

営の疑いで警察に逮捕された。国連は資金に関する問題は解決済みと政府に説明した（１０日ネ

ーション紙１～３面１１日ネーション紙１～３面１２日ネーション紙１～３面） 

１１日，ＨＲＤＣは，トラペンス氏とセムブレカ氏の逮捕の恣意的な逮捕を批判し，また，アンサー

ＭＥＣ委員長の辞任は女性蔑視に基づくものではないとし，最後に，アンサーＭＥＣ委員長の辞任

を求めて，全国規模で，７月１６日から１９日までデモを行い，また，これでも辞任しない場合は，

今後，毎週火曜と木曜にデモを行うと発表した。（１１日ＨＲＤＣ発表） 

１２日，政府は，市民社会団体の人権保護同盟トラペンス副議長と人権活動家のセムベレカ氏

の逮捕について政治的動機によるものではないと発表した。（１２日政府プレスリリース） 

同日，警察も，トラペンス氏とセムブレカ氏の逮捕は，政治的動機に基づくものではないと発表

した。（１２日，警察プレスリリース） 

トラペンス HRDC 副議長及びセムベレカ氏の逮捕の後、UNAids からの会議のリクエストに対し、

カサイラ外務・国際協力大臣とダウシ国土安全保障大臣はそれぞれ海外・国内出張を理由に辞

退した模様。（１４日ネーション紙２、３面） 

 

（３）７月１９日のデモの概要 

（デモ前の動き） 

１６日報道によると，ＨＲＤＣは，アンサーＭＥＣ委員長に対するデモを，全国２８区域で１９日よ

り再開し，その後，毎週火曜日と金曜日にデモを継続すると発表した。（１６日ネーション紙３面） 

  １８日の報道によると，トラペンスＨＲＤＣ副議長は，１９日にムズズ，ブランタイヤ，リロングウ

ェ，ゾンバ，マンゴチ，ムチンジ，ルンピ，カロンガ等でデモを実施すると話した。（１８日ネーション

紙４面）このデモついて，リロングウェ，ムズズ，ゾンバの各市議会がＨＲＤＣのデモの申請を承認

した一方，ブランタイヤ市議会は，市議会選挙の開催及びＨＲＤＣによる６月２０日のデモの被害

の賠償金未払いを挙げ，拒否した。 

１８日，米国大使館は，全利害関係者に対して，マラウイ憲法にあるとおりデモを行う権利を尊

重するよう呼びかける声明を発出した。（１９日デイリータイムズ紙２面） 

 ２０日報道によると，ＭＥＣ委員のキリオン・ムガウィ師の家が暴徒による破壊・強盗行為を受け

た。 

 （デモの概要） 

 １９日のデモについて，報道は以下のとおり。本デモにチャクウェラＭＣＰ党首及びチリマＵＴＭ党

首は参加しなかった。（２０日ネーション紙４面） 
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ア リロングウェ： 

国会周辺を中心に軍が警備に導入され，都市部を中心にデモはほぼ平和裡に終了した。それで

も，国会周辺の草地が放火され，警察が消化活動を行った。（２０日デイリータイムズ紙１，３面）

一方，ＭＥＣ委員のキリオン・ムガウィ師の家が，警察が警備したにもかかわらず，人数に圧倒さ

れ，暴徒による破壊・強盗行為を受けた。また，ＭＥＣのスポークスパーソンによると，別のＭＥＣ

職員も，リロングウェ内のデモ隊によるロードブロックに遭い，先方の要求通り金銭を支払ったに

も関わらず，車体の窓ガラスを割られる等の暴力行為にあった。（２０日デイリータイムズ紙２面） 

イ ムズズ： 

７月４，５日と比較して，警察のプレゼンスが少ない一方，軍のプレゼンスが高い状況下，ほぼ平

和裡に終了した。 

ウ チティパ： 

一部デモ隊が，アンサーＭＥＣ委員長の辞任を求める請願を受け取った県知事(District 

Commissioner)に演説を強要したため，警察は催涙弾を使用した。刺激されたデモ隊は，森林局

の事務所やスーパーマーケット，銀行等の民間企業に対して破壊・強盗行為を行った。 

エ ルンピ： 

民間企業が投石や強盗の被害を受けた。警察が催涙弾を使用し，デモ隊は解散した。 

オ ブランタイヤ： 

一部ＤＰＰ支持者が（警察が行動を起こせない中）デモ参加者に嫌がらせをしたため，軍が介入し

た。 

（デモ後の展開） 

２１日，チリマＵＴＭ党首は，デモ参加者に対し，デモに活発に参加するよう促す一方，デモ中の

破壊・強盗行為を控えるよう話した。（２２日タイムズ紙２面） 

 同日，ＭＣＰ南部事務所は，２０名の不審者によって，石油の爆弾が投げ込まれ，建物の半分が

燃え壊れる被害にあった。右不審者について警察は調査中。チャクウェラ党首は被疑者の心当た

りについて聞かれても回答しなかったが，ムカカＭＣＰ事務局長はＤＰＰの仕業であると話した。こ

れに対しＤＰＰのスポークスパーソンであるダウシ氏は，ＭＣＰは適切に警察に届け出を行い対処

し，むやみに指を指すべきでないと話した。（２３日ネーション紙１～４面） 

 チャクウェラＭＣＰ党首は，支持者に対して，憲法裁判所で審議が開始した時には，現場の緊張

を高めないため，裁判所に集まるのではなく，ＭＣＰ本部に集まり共にラジオで判決の状況を見届

けることとしたいと話した。（２３日ネーション紙１～４面） 

 

（４）７月２５日のデモ 

（デモ前の動き） 

 ２３日、リロングウェ市役所は、HRDCの官邸周辺のデモの申請を却下した。これに対し、リロン

グウェ高等裁判所は、市役所の判断を覆し、HRDCにデモを認める判断を下した。（２５日ネーショ

ン紙１～４面） 
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 HRDCは、ムタリカ大統領に、アンサーMEC委員長を２５日午前７時までに解雇するよう求める申

し立てを行った。これでも、アンサーMEC委員長が辞任しないか、解雇されない場合は、再びデモ

を行うとした。また、HRDCは、公職の任命権を持つ議会公的任命委員会（Public Appointments 

Committee）委員長にもアンサーMEC委員長の辞任を求める書簡を書く予定だと報道されている。

（２５日ネーション紙１～３面タイムズ紙１、３面） 

 ２４日、リロングウェ市内の売り子達は、リロングウェ市役所にHRDCのデモへを許可しないよう

求める申し立てを提出した。売り子達の営業に右デモが悪影響を及ぼしているとして、デモの中

止を求めるデモが行われた。（２５日ネーション２、３面タイムズ紙４面） 

（デモの概要） 

主要地域のデモの概要は以下のとおり。 

ア リロングウェ： 

HRDCは、アンサーMEC委員長の辞任に加え、先日ゲートルード大統領夫人が息子の卒業式の

ために英国に旅行した際付き人に支払った金額として３千万クワチャの返金を求めた。チリマ

UTM党首が参加し、人々に強盗や破壊行為を行わないよう語った。（２６日ネーション紙４面タイム

ズ紙３面）しかし、一部デモ隊は、電化製品を強奪したり、また、タイヤを強奪して国会周辺のラウ

ンドアバウトでロードブロックに使用した。また、情報省や（報道は日本大使館とされているが）

JICA事務所が被害を受けた。さらに、標識も一部デモ隊により取り外された。（２６日ネーション紙

１～３面、タイムズ紙３面）JICA事務所投石事件について，日本大使館は右攻撃に遺憾を表明し、

また同日、ボトマニ情報大臣は、JICA事務所への攻撃を非難するステートメントを発出した。（２５

日政府公式FB） 

イ  ブランタイヤ： 

軍が警備に投入されたにも関わらず、一部のデモ隊が警察に投石を行った。また、先日のムルジ

前大統領による調停の動きを受け、デモ隊のプラカードには、ムルジ前大統領が公職任期中に着

服したと疑われている１７億クワチャの返金を求めるメッセージが追加された。（２６日ネーション紙

３、４面タイムズ紙３面） 

ウ ムズズ： 

暴徒化したデモ隊は、DPP（与党）の地域事務所や交番、ムズズ市役所の健康局に放火した。

また、道路交通安全サービス総局（Directorate of Road Traffic and Safety Services）地域事務所

のゲートが暴徒によって破壊された際、軍が投入され被害の拡大を止めた。サンガDPP北部地域

知事及びチククラDPP所属議員は家荒らしの被害を受けた。（２６日ネーション紙１～３面、タイム

ズ紙３面） 

エ ムジンバ： 

 ムジンバのデモは当初は平和だったが、ムジンバ・マーケット周辺で警察がロードブロックを行

い、催涙弾を使用した際状況は悪化。周辺住宅街が一部催涙弾の被害を受け、刺激されたデモ

隊は、石や木を警察に投げた。また、店舗や北部地域水道局のパイプの破壊、タイヤの放火も見

受けられた。（２６日ネーション紙８面タイムズ紙３面） 
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（デモ後の展開） 

 ２６日、ジョーズ警察総監は、デモ中に警察が攻撃を受けたり、デモ参加者が犯罪行為を行うこ

とを受け、HRDCに対してデモを延期するよう命じた。これに対し、HRDCは、警察の能力不足を指

摘し、引き続きデモを行うとした。（２８日ネーション紙２．３面） 

 ２９日、警察と軍は共同記者会見を行った。警察は、HRDCに対してデモの開催中止を引き続き

求めた。軍は、国内治安維持における軍の役割について、警察を支援する形で関与しているに留

まると説明した。これに続く形でHRDCも記者会見を行い、デモは引き続き行うとする一方、適切な

調整を行うため予定されていたデモを６日に延期すると発表した。また、ムワパサ警察副総監が

警察の能力不足を認めたことは彼の個人的失敗であるとし、彼の辞任を求めた。（３０日ネーショ

ン紙１～４面） 

 

・自粛の呼びかけや調停の動き 

（１） マラウイ司法協会（ＭＬＳ） 

１２日，法律家の集団であるＭＬＳは，全ての当事者に対し，全体の利益のために行動すべきこ

と，相互信頼に基づき他者の権利を尊重すべきであること，異議申し立てを裁くのは法廷のみで

あること，ＭＥＣ委員長が辞任する法的根拠はないこと，事態の平和的解決をめざすべきであるこ

と等を訴える書簡を発出した。（１８日ネーション紙１～４面）同書簡はメディア等から高く評価され

たが，各利害関係者は現在正式な回答に二の足を踏んでいる。（１９日ネーション紙１～４面） 

（２） 公共政策委員会（ＰＡＣ） 

宗教界の集合体であるＰＡＣは，総選挙結果発表前より，総選挙関連の事態の収拾を模索して

いる。チャクウェラ MCP 党首及びチリマ UTM 党首との第一回の対話を行った後，ＰＡＣは現在ム

タリカ大統領にも対話を呼びかけているが未だ実現していない。（１５日ネーション紙１～３面） 

（３） ナンクムワＤＰＰ南部地域副総裁兼農業灌漑水開発大臣 

 （１５日報道によると）ナンクムワ副総裁兼大臣は，デモが民間の営業妨害になっていること等

に鑑み，ＨＲＤＣに対して対話を呼びかけている。しかし，トラペンスＨＲＤＣ副議長は，最善な対話

はアンサーＭＥＣ委員長の辞任であるとし、拒否している。（１５日ネーション紙３面）また，チャクウ

ェラＭＣＰ党首及びチリマＵＴＭ党首も，憲法裁判所の判決の前であり，招待のタイミングが悪いと

して，応じていない。（１８日ネーション紙２～４面）この呼びかけについて，ムタリカ大統領が支持

したとの報道があるが，大統領のスポークスパーソンは，右立場について肯定も否定もしていな

い。（２２日タイムズ紙１，３面） 

（４） ムルジ元大統領 

２２日，ムルジ元大統領は，ムタンボＨＲＤＣ議長に対話の必要性を説き，翌２３日に会議を設

定するよう求める書簡を発出した。この後，（ナンクムワ副総裁兼大臣の）呼びかけに応じないとし

ていたＨＲＤＣの立場のニュアンスが変わり，選挙関連問題の対話への準備があるとする一方，

アンサーＭＥＣ委員長の辞任は交渉の余地がないとした。（２３日デイリータイムズ紙３面） 

 ２３日、ムルジ元大統領はHRDCと面会し、デモの延期を要求し、また、ムルジ元大統領が政府
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とアンサーMEC委員長と話す期間として７日間の猶予を与えるよう求めた。しかし、HRDCはこの

提案を退き、アンサーMEC委員長の辞任を求め、対話は進まなかった。しかし、HRDCは対話自

体には肯定的であり、メディアのプレゼンスにより透明性が確保された対話には今後ともオープン

であると述べた。（２４日ネーション紙２～３面）２５日、HRDCとの対話が行き止まりに終わったにも

関わらず、ムルジ元大統領はカムズパラスでムタリカ大統領と非公開の面会を行った。（２６日ネ

ーション紙３、４面タイムズ紙２面） 

（５）マラウイ人権委員会（ＭＨＲＣ：Malawi Human Rights Commission） 

デモの物理的被害に関し，警察の責任に言及しつつ，デモの延期・中止を求める声明を発表し

た。（２３日ネーション紙１～４面） 

（６）NGO評議会 

２７日、NGO評議会(CONGOMA：the Council for Non-Governmental Organizations)は、憲法裁判

所の判決はウィン・ウィンの結果をもたらさないかもしれないため、右判決を補足する手段として

政治的解決を提唱する声明を発出した。また、選挙改革を始動する事に加え、政府寄り安全と平

静の回復のため権力を行使することを求めた。（３０日ネーション紙２～４面） 

（７）平和、正義と対話のための異宗教間フォーラム 

総選挙後の状況の調停のため創設された、ブンブエ司教を筆頭とする平和、正義と対話のため

の異宗教間フォーラム（Interfaith Forum for Peace, Justice and Dialogue）は、政府よりの個人で

構成されていると指摘を受けている。ブンブエ司教は、大統領からの任命職に就く個人がメンバー

であることについて、政府寄りの偏見を持つことを意味しないとし、また、右フォーラムの創設は

PACからの脱却ではないことを説明した。 

しかし、HRDCは、右フォーラムについては市民社会を縮小させるための政府の工作だと発言し

た。これに対し、ボトマニ情報大臣はHRDCの発言は見当違いだと述べた。（３１日ネーション紙１

～４面） 

 

・司法関係者によるストライキ 

 ２３日、司法関係職員は、労働環境の改善を求める職員の苦情を適切に処理していないとして、

二レンダ最高判事、そして高等裁判所及び憲法裁判所の記録事務官の辞任を求め、最高上訴裁

判所、高等裁判所、ブランタイヤ治安判事裁判所においてストライキを行った。しかし、人事管理

担当の司法省管理官は、右デモは適切な労働組合によるものでなく、また、適切な手続きを踏ん

でいないため、違法であると宣言する書簡を出した。２４日、続くストライキに対し、警察は催涙弾

を使用した。（２４日ネーション紙３面タイムズ紙３面、２５日ネーション紙２、３面タイムズ紙２面） 

 司法省の弁護士約６０名は、これに倣い、労働環境が改善されなければストライキに出るとし

た。具体的には、兼職禁止の故の補助金や家賃補助の増額など。（２７日ネーション紙３、４面） 

  ２９日、司法関係職員はストライキを止め仕事を再開した。一部ストライキに参加した職員は懲

戒審査への召集を求める手紙を受け取ったと報道されている。（３１日ネーション紙３面） 
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・新内閣・新政府 

 ＭＣＰは，ロウェ議員を暫定党総裁に任命し，続いて院内幹事・副幹事を任命した。（３日デイリ

ータイムズ紙３面ネーション紙４面） 

 １２日，国会は，予算財政委員会を含む計１７の委員会の委員長及び副委員長を選出した。 

 １５日，チムリレンジ副大統領がムタリカ大統領の代理として，１５日にマンゴチにおいて大臣と

副大臣用のオリエンテーションを行い，汚職問題について開会式で演説した。（１４日政府プレス

ステートメント１５日政府公式ＦＢ） 

 １９日報道によると，ムタリカ大統領は，陸軍・空軍・海軍それぞれの司令官・副司令官軍を任命

した。政治アナリストによると，このタイミングでの任命は，軍の政権に対する忠誠を確保するため

と分析している。（１９日デイリータイムズ紙１，３面） 

 クツァイラ天然資源・エネルギー・工業大臣は，公務員の規律遵守のため，午前８時以降事務所

のドアを閉め，遅くきた公務員を閉め出した。ンジョトモレ公務員労働組合事務局長は，一部公務

員は事実遅刻している一方で，他の公務員は登庁前に他の事務所に寄ることがあるため，右処

置は厳しすぎると批判した。（２３日デイリータイムズ紙２面） 

 世界銀行の監査レポートによると、リロングウェ、ブランタイヤ、ムズズ、ゾンバの市役所には合

計１５０億クワチャの未回収金が存在する。リロングウェ市役所は１１０億クワチャと一番多い。未

回収金の説明としては、詐欺や機能不全の内規の存在が指摘されている。（２７日ネーション紙１

～４面） 

 ３０日、高等裁判所は、ピリ農業・灌漑・水開発省次官及びチウンダ財務相秘書官の２名につい

て、２０１１年インドによる５千万ドルの融資を不適切に農業関係物品の調達及び廃棄に使用した

案件で最高裁判所の命令を遵守しなかったとして、有罪の判決を下した。チズマ行政監査官は右

判決を歓迎した。（３１日ネーション紙１～４面） 

 

・第５５回独立記念日 

 ６日，ブランタイヤで第５５回独立記念日が祝われた。まず，各宗派による祈りが行われ，その

次に大統領が演説を行った。そしてサッカーの親善試合が行われた。式典のテーマ

は”Celebrating our peace, with unity and love（団結と愛と共に，我らの平和を考える）”である一

方，演説の中では，大統領の屍を乗り越えない限り政府の転覆はできない等の発言があった。（７

日ネーション紙２～４面６日マラウイ政府公式ＦＢ）チャクウェラＭＣＰ党首及びチリマＵＴＭ党首は

招待状を受け取っていない理由で欠席。しかし，主催者側は，各党の国会幹事経由で招待状は

送られていると反論した。（６日ネーション紙１～２面） 

 

・大統領夫人関係 

（１） チャリティ団体の政府調達問題 

２０日報道によると，ゲートルード大統領夫人のチャリティ団体 Beautify Malawi は，２０１６年に

中国よりトラックの寄付を受け，このトラックをブランタイヤ市議会に貸し出しを行った。しかし，こ
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の貸し出しについて，ＰＰＤＡ：Public Procurement and Disposal of Assets Authorityの承認を受け

ていない等，政府調達の規則の不遵守が疑われている。（２０日ネーション紙１～３面） 

（２）マーク基金の親善大使任命 

 ゲートルード大統領夫人は，不妊問題のキャンペーンを行うマーク基金の親善大使に任命され

た。（１６日政府公式ＦＢ） 

（３）私用旅行費用 

息子の卒業式に出席するため、ゲートルード大統領夫人は７名のお付と一緒にイギリスに１０

日間旅行。この際、少なくとも３０００億クワチャの公的資金が使用されたと報道されている。法律

上、大統領夫人の私的旅行については政府が支払うことが明記されている一方、彼女のお付に

ついては明記されていない。（２４日ネーション紙１～３面） 

 

・アフリカ公共サービスの日 

 ２０日，マラウイ政府は，例年６月２３日に行われるアフリカ公共サービスの日を，今年は８月２３

日に行うことを発表した。テーマは，”The intersection of Youth Empowerment and Migration: 

Entrenching a Culture of Good Governance, ICT and Innovation for Inclusive Service Delivery”（２

１日政府公式ＦＢ） 

 

【外交】 

・米マラウイ関係 

 ３日，米国政府は，（国務省 Foreign Operations and Related Programs Act of 2019 の下）ムタリ

カ大統領の側近で，現国会特別顧問かつ元ＤＰＰ中部地域総裁であるウラディ・ムッサ氏が重度

の汚職に関与したとして，本人及び妻セシリア・ムッサ氏の米国の入国を禁止した。２０１３年，ジョ

イス・バンダ内閣で Home Affairs and International Security大臣時代，ウガンダ，ブルンジ，ルワ

ンダの外国人５５名に対し，不正にマラウイパスポートを譲渡した容疑で，２０１７年に反汚職局に

より逮捕されている。ミレニアム・チャレンジ・コーポレーション（ＭＣＣ）は，汚職対策数値において，

マラウイは２０１３年の８７％から２０１８年には５９％に低下した。（４日ネーション氏） 

 

・マラウイＡＵ関係 

 ７日、カサイラ外務・国際協力大臣は、ニジェールで行われた第１２回ＡＵ総会臨時会合に参加

した。５５のＡＵ加盟国間で、一つの市場を造り、人・物の自由移動および統一貨幣の導入を目指

す貿易合意である The African Continental Free Trade Agreement (AfCFTA)の公式ローンチが行

われた。（９日・１８日政府公式ＦＢ））また，ＡＵ総会のサイドラインで，カサイラ外相は，マランジ・

ザンビア外務大臣と会談を行い，ザンビアの対マラウイ支援やザンビアのＳＡＤＣの政治・防衛・

安全保障機関におけるリーダーシップに感謝の意を表した。また，２０１９年マラウイ総選挙にいて

マランジ外相がＳＡＤＣのオブザーバーミッションを牽引したことについても感謝の意を述べた。（９

日政府公式ＦＢ） 
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 ７月２９日から８月２日にかけて，ＡＵの健康・人口・薬物管理特別委員会が行われる予定である。

ＡＵ委員会は薬物政策・ハームリダクション・マラウイのコンサルタント兼アドバイザーのムワカス

ングラ氏を招待している。（２３日ネーション紙７面） 

 

・マラウイ・南アフリカ関係 

１９日付け政府公式ＦＢ投稿によると，カサイラ外相は，パンドール南ア外相と会談を行った。

（１９日政府公式ＦＢ投稿） 

 

【経済】 

 洪水により GDP１２％の損失 

今年，１５県が被災した洪水により GDP１２％，およそ６３億米ドルが損失した。災害後のニーズ調

査２０１９（２０１９PDNA）によれば，マラウイは被災から復興のための２９００億クワチャ，そのうち

１０６６億クワチャは再建，改修のため，６２９億クワチャは教育セクターのために必要とされている。

政府及び開発パートナーにより洪水対応計画の実施に必要とされた４５２０万米ドルの約８８％は

賄われ，また世界銀行は復興のために１．２億米ドルの支援を表明している。（５日デイリータイム

ズ紙７面） 

 

 インフレ率は微増して９％に 

６月のインフレ率は９％となり，前年同月の８．６％と比較すると０．４％高い。国家統計局によれ

ば，食糧インフレ率は１３．７％，非食糧インフレ率は５．４％となった。今年は豊作年ではあるもの

の，マラウイ南部のサイクロンイダイによる被害により，食糧価格への影響がでていると考えられ

る。（１７日デイリータイムズ紙３面） 

 

 アフリカ大陸自由貿易協定のローンチ 

７日，アフリカ連合の臨時首脳会議がニジェールで開催され，同会議においてアフリカ大陸自由貿

易圏（AfCFTA）の設立式典が開かれ，AfCFTA協定が設立準備の段階から実行段階へと移行した

ことが宣言された。マラウイからはカサイラ外務大臣が同式典に出席。同日ベナンとナイジェリア

が署名したことにより，５４か国が同協定に署名したことになる。なお，今年５月３０日に２２か国の

批准により同協定は効力を生じていたが，マラウイ含む２８か国はまだ批准していない。同大臣

は，この協定によりマラウイ経済が活性化し，多くの雇用が創出されるだろうと述べた。また，マラ

ウイ国民にアフリカ大陸の市場で競争し，利益を得，需要に応えられるよう，質の高い商品を多く

生産するために投資をするようにと呼びかけた。（１０日デイリータイムズ紙ビジネス２面） 

 

 サブサハラアフリカ平均を下回る投資 
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IMF が発行する世界経済見通しによれば，マラウイの投資は２０００年～２０１７年で平均 GDP 比

１４．９％となり，サブサハラアフリカの平均２０％を下回り，最も投資が少ない国の１つであった。

なお近隣国であるタンザニアは GDP 比２４．５％，ザンビアは３４．７％であった。マラウイ経済協

会は，供給側の課題としては電力不足，不安定な農業生産，整っていない法システムなどがあげ

られ，こうした不安定な経済環境が国内外の投資家，新規参入の投資家にとって投資を困難にさ

せている，と述べている。（２０日ネーション紙９，１０面） 

 

 日本の研究機関による害虫調査実施の検討 

国際農林水産業研究センター（JIRCAS）は，アフリカで農作物に影響を与えているヨトウムシの調

査プログラムの実施を検討している。JIRCAS によれば，調査により害虫への対応策を見つけ，ア

フリカの食糧生産によい影響をもたらせるような解決策が見いだせるのではないか，と述べた。

（２０日ネーション紙６面） 

 

 電源公社 EGENCO が１５年間の戦略計画を策定 

電源公社（EGENCO）は１５年間の戦略計画を策定した。計画された全事業の実施には４３億米ド

ルを必要とし，これは GDP の６８％に相当する。EGENCO によれば，内部資金以外では開発銀行

等からの譲与的条件貸付や株式保有者との官民連携，無償資金協力等による調達を目標として

いる。同計画の主な事業は，ムパタマンガ水力発電所（２０２５年，３０８MW），コロンビゾ水力発

電所（２０２７年，２１９MW），ルンピ北部水力発電所（２０２７年，５MW），ハミルトン水力発電所

（２０２８年，９６MW），テザニ第４水力発電所（２０２０年，１８MW），カプチラ水力発電所（２０２８

年，１１２MW），ウォブウェ水力発電所（４MW）の建設や施設増強の他，２０２１年までにミニグリ

ッドで５MWを追加する計画がある。加えて，２０３１年までに３００MWの火力発電所，２０２３年ま

でにイロボ精糖会社と協力して１１MW の熱電供給，２０３２年までに５０MW の地熱発電所の建

設も計画している。（５日ネーション紙１３，１４面） 

 電源公社は電力供給量増加の見解 

電源公社（EGENCO）は，チクワワ県にあるムパタマンガ水力発電所の建設が完工すれば，電力

供給に関する課題は軽減されると考えている。EGENCO は約６億米ドルをこの事業に用いること

を計画しており，全部で第３フェーズあり，第２フェーズである建設フェーズでは，EGENCOが３０％，

４０％が戦略的パートナー，１５％は他のパートナーが負担する。世界銀行の支援により同水力発

電所のフィージビリティスタディ及び詳細設計が行われ，３０９MW の発電能力が見込まれている。

（２９日デイリータイムズ紙１０面） 
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 マラウイの輸出先トップは南アフリカ 

国際貿易センターが発表しているトレードマップによれば，２０１８年のマラウイの輸出先トップは

南アフリカであり，約６０００万米ドル規模。その他の主な輸出先はジンバブエ（３３０万米ドル），エ

ジプト（２６０万米ドル），タンザニア（１８０万米ドル），モザンビーク（１４０万米ドル）。主な輸出品目

は，たばこ，茶，油かす，砂糖，大豆など。（２４日デイリータイムズ紙ビジネス３面） 

 

【開発協力】 

 COMESAによる新しい衛生植物検疫プロジェクト 

COMESAのプラグラムである「衛生植物検疫（SPS）プロジェクト」が実施される。産業・貿易・観光

省は，SPSに必要なものがないため，マラウイは農産品の輸出機会を失っていたが，本プロジェク

トは農業バリューチェーンの確立の一助となるだろうとの期待を示した。本プロジェクト予算約４６．

４万米ドルの内，約３９万米ドルはWTOの規格及び通商開発機構（STDF）から支援される。（６日

デイリータイムズ紙１０面） 

 

 JICAによるリロングウェ水公社への支援実施中 

JICA は，２０１８年に始まったリロングウェ市無収水対策能力強化プロジェクトを通じ，リロングウェ

水公社に対し，水道管からの漏水，違法な水利用等による無収水を削減するための支援を行っ

ている。２６日に行われた合同調達委員会（JCC）において，木藤 JICA マラウイ事務所所長は，

我々はマラウイ政府と協力し，農村部での水供給を支援してきたが，リロングウェ市の急速な都

市化のため都市の水供給管理に対応するためにリロングウェ水公社への支援を行っている，と述

べた。（２９日ネーション紙９面） 

 

 インフラ開発のためアフリカ輸出入銀行から１４億米ドルの融資 

マンゴチ県のインフラ開発のため，マラウイはアフリカ輸出入銀行から１０億米ドルの融資を得た。 

この開発には，マンゴチ国際空港やケープマクレアのリゾート，保税物流園区の建設の他，リロン

グウェとブランタイヤでの工業団地の建設等が含まれる。ムタリカ大統領は，この融資によりマラ

ウイの産業化，観光業の開発に大きな変化をもたらすだろう，またケープマクレア観光プロジェクト

により，少なくとも 40,000 人の雇用が生み出される，と述べた。アフリカ輸出入銀行総裁は，我々

はリウォンデドライポート建設を含むマラウイの民間セクターのプロジェクトへの投資の準備もでき

ている，と述べた。（１９日デイリータイムズ紙２面，１８日ネーション紙） 

 

 イタリアはサイクロン・イダイ被災者のため２５万ユーロの支援 
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イタリアはサイクロンイダイの影響を受けた人々を支援するため２５万ユーロを供与した。この資

金は WFP を通じ，最も被害を受けた人々の食糧安全保障のために用いられる。WFP によれば，

対象となる各世帯は一月の食費相当の１８，０００クワチャを受け取ることになる。（２３日ネーショ

ン紙７面） 

 

 世界銀行は災害復興のために７０００万米ドルの無償資金協力を決定 

世界銀行は，３月にサイクロンイダイの被害を受けた南部１５県の復興支援のため７０００万米ド

ルの支援を決定した。これは経済支援と人道的支援の２つの無償資金をあわせたものである。こ

の資金協力の他，防災・気候変動対応を強化した政策実施のための技術協力も提供される。（２

日ネーション紙１－３面） 

 

 EUによるスポットライト・イニシアティブの実施対象国に選定 

スポットライト・イニシアティブは女性や女児に対する有害な慣習や全ての不当な暴力を根絶する

ため EU と国連が共同で実施しているプログラムであり，マラウイも実施対象国１３か国の１つとな

った。同イニシアティブは主に EUの５億ユーロの拠出から実施されている。同プログラムは，立法

と政策，制度，予防，サービス，データの強化及び女性の権利運動という６つの柱で構成され，暴

力を終わらせるための改革を進める。（７日タイムズ紙，２面） 

 

 英国による気候変動対応のための支援 

英国が，サブサハラアフリカ諸国に対し気候変動に対するレジリエンス強化のために，今後５年間

で約２．５億ポンドの資金を供与する。英・国際開発国務大臣の声明は，イギリスは今後５年間で

途上国における気候変動対応を支援し，また化石燃料利用の停止のためにクリーンエネルギー

を徐々に活用していきたいと述べている。マラウイにおいては，英国は７０００万ポンド相当の新気

候変動対応アクションプログラムのローンチに向けて準備している。（１７日ネーション紙３面） 

 


